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　市では、市民の皆さんに財政状況を
お知らせし、市政運営の状況をご理解
いただくため、毎年２回、財政事情を
公表しています。
　今回は、９月の市議会定例会で認定
されました平成２３年度決算の状況およ
び平成２４年４月１日から９月３０日まで
の間における予算の執行状況などにつ
いてお知らせします。

那珂市の財政事情

問い合わせ
財政課　財政グループ（内線５２２・５２３）
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 　平成２３年度の一般会計決算は、

東日本大震災に伴う災害復旧関連
事業により歳入歳出総額が大幅に
増加しています。歳入は、震災の
影響により個人市民税および固定
資産税等が減少する一方、震災に
対する国の財政支援策のひとつで
ある震災復興特別交付税の創設な
どにより地方交付税が大幅な増額
となりました。歳出は、震災に伴
う災害復旧事業や市町村復興まち
づくり支援事業などの財源を、翌
年度以降の復旧事業の財源として
積立てたことなどにより大幅な増
額となりました。

増減率
（Ａ）/（Ｂ）

平成２２年度
（Ｂ）

平成２３年度
（Ａ）

区分

２３．１１９，６０８，３３９２４，１２８，０９８予算額

１９．５１９，４１５，５６４２３，２０７，５７８歳入総額（Ａ）

１３．９１８，２４２，７９７２０，７７８，８７４歳出総額（Ｂ）

１０７．１１，１７２，７６７２，４２８，７０４歳入歳出差引額（Ｃ）（（Ａ）－（Ｂ））

３８３．４２７１，２０１１，３１０，９１４翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ）

－－－継続費逓次繰越額

５９０．９１８９，７３１１，３１０，９１４繰越明許費繰越額

皆減８１，４７０－事故繰越繰越額

２４．０９０１，５６６１，１１７，７９０実質収支額（Ｅ）（（Ｃ）－（Ｄ））

（単位：千円、％）

依存財源
（６０．５％）

自主財源 
（３９．５％）

○その他　９億２４７９万９千円
３．９％（前年度比４．０％減）

・地方譲与税・各種交付金の減

○市税　６８億３９１０万３千円
２９．６％（前年度比０．８％減）

・個人住民税の減

○繰越金　１１億７２７６万７千円
５．１％（前年度比２３．１％増）

・前年度繰越金の増

○諸収入　５億２６４４万７千円
２．３％（前年度比２１．２％増）

・茨城県市町村振興協会災害対策 
　支援金の増、土地売払収入の増

○繰入金　１０５６万３千円
０．０％（前年度比９７．６％減）

・財政調整基金繰入金の皆減

○その他　６億１０６０万７千円
２．５％（前年度比１０．３％増）

・財産収入、寄付金の増

○県支出金　１４億７３６５万２千円
６．３％（前年度比３７．２％増）

・市町村復興まちづくり支援事業の皆増

○国庫支出金　２３億８０２６万３千円
１０．３％（前年度比２．２％増）

・農業用施設災害復旧事業・災害廃棄物
　処理事業の皆増

○地方交付税　７８億４１９７万２千円
３３．８％（前年度比９５．６％増）

・震災復興特別交付税の皆増

○市債　１４億２７４０万５千円
６．２％（前年度比１９．６％減）

・まちづくり交付金事業債（合併特例事業）
　の減、臨時財政対策債の減

自主財源
市が自らの権限で確保（徴収）
したことによって得られた財源

依存財源
国や県から決められた額を交付されることによって
得られた財源および割り当てられることなどによっ
て得られた財源で、市の裁量が制限されている財源
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広報なか１１月号５

義務的経費
（４３．７％）

その他の経費その他の経費
（４（４３．０％）０％）
その他の経費
（４３．０％）

投資的経費投資的経費
（１（１３．３％）３％）
投資的経費
（１３．３％）

○その他　１億５５１７万５千円
０．７％（前年度比４５．２％減）

・維持補修費の減

○積立金　１６億１１７９万９千円
７．８％（前年度比２０３．３％増）

・財政調整基金の増
・震災復興まちづくり基金の皆増

○人件費　４０億８９２９万８千円
１９．７％（前年度比０．２％増）

・地方公務員共済組合等負担金の増

○扶助費　２９億７９１４万円
１４．３％（前年度比７．６％増）

・子ども手当支給事業の増
・自立支援サービス給付事業の増

○公債費　２０億２５３９万８千円
９．７％（前年度比２．５％増）

・起債償還元金の増

○補助費等　１６億３８４５万１千円
７．９％（前年度比２．８％増）

・市民自治組織支援事業の皆増
・災害救助対策事業の減

○繰出金　２６億９６７４万４千円
１３．０％（前年度比１９．７％増）

・下水道事業特別会計繰出金等の増

○物件費　２８億２７９５万６千円
１３．６％（前年度比１３．９％増）

・災害廃棄物対策事業の増
・予防接種事業の増

○普通建設事業費　９億５０８９万６千円
４．６％（前年度比５７．０％減）

・安心安全対策両宮排水路整備事業の減
・杉原地区まちづくり事業等の減

○災害復旧事業費　１８億４０１万７千円
８．７％（前年度比２８６１．８％増）

・単独災害復旧事業の増

義務的経費
人件費・扶助費・公債費など、
市が支出にあたり義務を負って
いる性格の強い経費

その他の経費
物件費・維持補修費や特別会計 
繰出金、積立金・出資金・貸付金等

投資的経費
工事請負費や公有財産購入費など
資本形成に向けられる経費

◇給与（諸手当）
１１万３１００円（３７．７％） 
（地方交付税・交付金など）

収 入
月３０万円

支 出 
月２６万８６００円

◆給与（基本給）
８万８８００円（２９．６％） 
（市税）

◇友人からの援助
４万９８００円（１６．６％） 
（国庫・県支出金）

◇ローン借入
１万８６００円（６．２％）
（市債）

◆前月からの繰越金
１万５３００円（５．１％） 
（前年度繰越金）

◆パート収入
７５００円（２．５％） 
（使用料・手数料など）

◆その他臨時収入
６９００円（２．３％） 
（諸収入）

●生活費
　（食費・光熱水費など）
８万９４００円（３３．３％） 
（人件費・物件費）

●医療・介護・教育費など
５万９６００円（２２．２％）
（扶助費・補助費等）

●家の増改築・車の購入・ 
　地震による家の補修など
３万７３００円（１３．９％） 
（普通建設事業費、 
災害復旧事業費など）

●子どもたちへの仕送り等
３万５２００円（１３．１％）
（繰出金・貸付金など）

●ローンの返済
２万６１００円（９．７％） 
（公債費）

●預金
２万１０００円（７．８％） 
（積立金）
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◆：自主財源　◇：依存財源
※市の年間決算額を１か月の家計に置き換えてみましたが、
単純比較は困難ですので、あくまで目安としてください

■収入支出差引（歳出歳入差引） ３万１４００円
■家電購入の残金ボーナス払い １万７０００円
　（平成２４年度に繰り越す財源）
■実際の収支（実質収支） １万４４００円
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６

○諸支出金　２０５９万６千円
０．１％（前年度比３７．７％減）

○民生費　５３億３０９１万９千円
２５．７％（前年度比５．０％増）

・子ども手当支給事業の増
・災害廃棄物対策事業の増

○総務費　４２億３０９万１千円
２０．２％（前年度比４９．４％増）

・基金積立事業の増
・市民自治組織支援事業の皆増

○土木費　２４億１５２９万５千円
１１．６％（前年度比１６．６％減）

・安心安全対策両宮排水路整備事業の減
・杉原地区まちづくり事業等の減

○公債費　２０億２５３９万８千円
９．７％（前年度比２．５％増）

・起債償還元金の増

○教育費　１７億４２５４万５千円
８．４％（前年度比１６．０％減）

・額田小学校耐震補強事業の皆減
・総合公園管理事業等の減

○商工費　１億６２５６万７千円
０．８％（前年度比５．４％減）

・清水洞の上整備事業の減

○議会費　２億６７５０万７千円
１．３％（前年度比３９．２％増）

・議員年金廃止に伴う負担金の増

○農林水産業費　７億３１５０万２千円
３．５％（前年度比５．６％減）

・土地改良基盤整備事業等の減

○消防費　８億６７１８万円
４．２％（前年度比１１．３％減）

・常備消防車両整備事業の皆減
・防災無線管理事業の増

○衛生費　１２億７２５９万４千円
６．１％（前年度比６．２％増）

・予防接種事業等の増

○災害復旧費　１７億３９６８万円
８．４％（前年度比３０３７．４％増）

・単独災害復旧事業等の増

　市の財政は、市民の皆さんの直接または間接の税
負担により成り立っています。２３年度の１世帯およ
び１人あたりの負担額は表のとおりです。
　また、都市計画税は、公園・道路・下水道などの
都市計画事業や土地区画整理事業などに充てられる
目的税で、市では次の事業に充当しています。な
お、これらの事業の３３．８％は都市計画税で賄われて
います。
【都市計画税充当事業】安心安全対策両宮排水路整
備事業、杉原地区まちづくり事業、下菅谷地区まち
づくり事業、上菅谷駅前地区まちづくり事業、竹ノ
内街区公園整備事業、上宿大木内線街路整備事業、
区画整理事業費および公債費（過去の都市計画事業
等で借り入れた市債の返済分）
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１人あたりの
負担額

１世帯あたりの
負担額

２３年度決算額
（千円）

税　目

４万９０４５円１２万９５２６円２，７３８，４３３市 民 税

５万８１６５円１５万３６１０円３，２４７，６１８固定資産税

２０７０円５４６８円１１５，６０３軽自動車税

７１７９円１万８９５９円４００，８２１市たばこ税

６０２９円１万５９２２円３３６，６２８都市計画税

１２万２４８８円３２万３４８５円６，８３９，１０３合　計

※世帯数２１，１４２世帯、人口５５，８３５人（平成２４年３月３１日現在）
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　特別会計は、特定の事業を行う場合、特定の収入をもって特定の支出に充て、一般会計から分離して別に経理
を行う会計です。平成２３年度の特別会計の決算額は表のとおりです。

増減率（Ｂ）/（Ｃ）２２年度歳出決算額（Ｃ）差引額（Ａ）－（Ｂ）歳出決算額（Ｂ）歳入決算額（Ａ）会計名

３．８４，９５０，６０４１２２，２９１５，１３７，３２５５，２５９，６１６国民健康保険（事業勘定）　

皆減１２，６７６―――老人保健

１２．１１，８４４，８７５５６９，３１３２，０６８，１０２２，６３７，４１５下水道事業

△８．７１３，５７９３，３３６１２，３９３１５，７２９公園墓地事業

△１４．１９０５，０４９１１０，１１２７７７，２４１８８７，３５３農業集落排水整備事業

６．３３，２６４，２０２１６，２７７３，４６９，９１５３，４８６，１９２介護保険（保険事業勘定）

△５８．１３０６，５８４８，７７６１２８，５５４１３７，３３０上菅谷駅前地区土地区画整理事業

１．８４２５，３０３３０３４３２，８３４４３３，１３７後期高齢者医療

０．０５８７４３５８８０１那珂地方公平委員会

２．６１１，７２２，９３０８３１，１５１１２，０２６，４２２１２，８５７，５７３合　　　計

（単位：千円、％）

���
�����



広報なか１１月号７

　市の水道事業は、民間企業と同様に企業会計
が導入されており独立採算で運営しています。
　収益的収支…事業の管理運営など経常業務に
関する収入および支出（消費税込み）
　資本的収支…水道管の敷設など建設改良費に
関する収入および支出（消費税込み）
※資本的収入の支出に対する不足額は、内部留
保資金などで補てんしました

増減率
（Ａ）／（Ｂ）

２２年度決算額（Ｂ）２３年度決算額（Ａ）区　分

０．４１，１４３，９４３１，１４９，０３８収入
収益的収支

９．３１，０７１，０３２１，１７０，６５９支出

△３７．８６５，９４０４１，０１８収入
資本的収支

△１３．８４３６，８００３７６，３９２支出

（単位：千円、％）

���������������	
��������	
�������

　合併特例債は、合併後の一体性の確立や均衡ある発
展に資する公共施設の整備事業などに対し、その財源
として発行することができる通常の地方債よりも有利
な市債です。１０年間の発行が認められている合併特例
債は、このたびの東日本大震災により、発行期限が１０
年延長可能となりました。
　平成２３年度において、合併特例債を活用した事業は
表のとおりです。

◆平成２３年度合併特例債充当事業

事業費充当額事業名

７２，６１６５３，７００道路改良舗装事業

１０１，５１４９６，４００両宮排水路整備事業

９６，５０７８２，０００
まちづくり交付金事業
（上菅谷地区）※

２４，９０８１１，８００下菅谷地区まちづくり事業

１８２，９４２１０４，０００芳野小学校耐震補強事業

４７８，４８７３４７，９００合　　　計

※杉原地区まちづくり事業、竹ノ内街区公園整備事業、上菅谷駅前地区
まちづくり事業、安心安全対策両宮排水路整備事業（繰越事業分を含
む）
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（単位：千円）
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　土地は、旧水戸ニコン寮跡地などを購入した一
方で、市有地の売払いなどにより減少しました。
　建物（延面積）は、旧水戸ニコン寮の取得など
により増加しました。
　債権は、老人保健施設整備資金貸付金などの返
済により減少しました。
　基金については、財政調整基金、減債基金など
を積み増すことで１６億６６４万８千円の増額となり
ました。

２２年度末
現在高

増減高
２３年度末
現在高

単位区　分

１，７３８，０５１△９２４１，７３７，１２７�２土地

１６５，５０２１，４６９１６６，９７１�２建物

１３，３１９0１３，３１９千円有価証券

８０，７５６△６，０３７７４，７１９千円出資による権利

１１，９０３△８，６４２３，２６１千円債権

４，０１４，９６８１，６０６，６４８５，６２１，６１６千円基金

　平成２３年度末の市債現在高は、両宮排水路整備事業や道路整備
事業、公共下水道事業、地方交付税の振替分としての臨時財政対
策債などに２１億４８７０万５千円を借り入れた一方で、２７億３７４３万９
千円の元金を返済したことにより、３３１億５３４１万５千円となりま
した。市債現在高は市債発行の抑制により減少しています。今後
も、市債残高の抑制に努めます。

２２年度末現在高増減高２３年度末現在高区分

１７，４９２，４９６△３１２，４７９１７，１８０，０１７一般会計債

１０，８３１，８６５△２２６，０２３１０，６０５，８４２下水道事業債

３，５２８，８１３７９，５５８３，６０８，３７１
農業集落排水
整備事業債

８８５，６５４△３９，８０７８４５，８４７
土 地 区 画
整理事業債

１，００３，３２１△８９，９８３９１３，３３８水道事業債

３３，７４２，１４９△５８８，７３４３３，１５３，４１５合　計

（単位：千円）
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２３年度
３３２億円

２２年度 
３３７億円

２１年度
３３８億円

２０年度 
３４４億円

１９年度
３５２億円

３００ ４００２００１０００
（億円）

１７２ １０６ ３６

一般会計債１８２ １１２
下水道事業債 ３３

１７７ １１１ ３３

１７４ １１０ ３４

１７５ １０８ ３５

１８

７

１５８

１２

１０９

９ ９

土地区画 
整理事業債

水道事業債
農業集落排水 
整備事業債

【市債年度末現在高の推移】

８

　上記のグラフは過去５年間の市債年度末現
在高の推移です。市では財政健全化プランの
推進により、市債発行の縮減や低金利の市債
への借り換えなどにより、将来負担の軽減を
図っています。
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　従来の財政指標は、単年度における主会計（一般会計等）の収支状況に主眼がおかれていましたが、自治体全
体の財政状況が健全な状態であるかどうかを判断するための次の４つの指標「健全化判断比率」が定められ、平
成１９年度決算から全国の自治体で公表しています。また、公営企業においても「経営健全化判断基準」が定めら

れ、同様に公表しています。
　これまでの指標では、信号に例えると赤信号と青信号しかなかっ
たため、気付いた時には財政破綻ということもありました。しか
し、この指標では、新たに黄色信号をつくり、早めに財政状況を改
善することで、破綻を未然に防ぐことを目的としています。

○実 質 赤 字 比 率…一般会計等の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（１年間の収入、支出を比べ赤字
の割合を示したもの）

○連結実質赤字比率…特別会計を含む市の全会計の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（企業会計を含め
た全会計の赤字の割合を示したもの）

○実質公債費比率…一般会計等の公債費（借入金の返済額）に、特別会計の公債費を充てるための繰出金な
どを加えた実質的な公債費が標準財政規模に占める割合（市債の割合が適正かどうかを
判断する数値）

○将 来 負 担 比 率…一般会計等の実質的な将来負担額（一般会計等の借入金残高、特別会計の借入金残高の
うち一般会計負担の見込み、市の全職員が退職すると仮定した場合の退職手当負担見込
み、土地開発公社などの関係団体への一般会計負担見込みなど）が標準財政規模に占め
る割合

○資 金 不 足 比 率…市の公営企業において生じている赤字（資金不足）が事業規模に占める割合（公営企業
における経営状態の悪化の度合いを示すもの）。市では水道事業会計、下水道事業特別
会計、農業集落排水整備事業特別会計の３会計が対象となります。　

※標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な一般財源を示すもので、当市では１２１億１２２万８千円（平成２３年
度）となっています

※一般会計等とは、一般会計、公園墓地事業特別会計、上菅谷駅前地区土地区画整理事業特別会計、那珂地方
公平委員会特別会計を指します

県内順位数値
（対前年比）指標が表しているもの指標

２４位／
４４市町村

０．６６
（△０．０２）

財政基盤の強さを表す指標で、標準的な行政需要を賄うのに必要な財源
を、どれだけ自力で調達できるかを表す指標です。数値が大きいほど、財
源に余裕があるとされており、数値が１を超えると普通交付税の交付を受
けないことになります。

財政力指数

２７位／
４４市町村

８９．２％
（１．３）

財政構造の弾力性（ゆとり）を判断する指標で、経常的な経費（人件費、扶
助費、公債費、物件費等）が経常的な収入（市税・普通交付税等の毎年収
入される性質の収入）に占める割合で、比率が低いほど、臨時の財政需要
に対して余裕があります。

経常収支比率
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財政再生基準
（赤信号）

早期健全化基準
（黄色信号）

那珂市
区　分

平成２２年度平成２３年度

２０．００％１３．０４％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

３０．００％１８．０４％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

連 結 赤 字 比 率

３５．０％２５．０％１２．５％１１．６％１１．６％実質公債費比率

―３５０．０％７８．７％６１．４％６１．４％将 来 負 担 比 率

経営健全化基準
２０．０％

－
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

資 金 不 足 比 率

那珂市の数値は良好であり、
健全性が保たれています！



広報なか１１月号９

収入率　５９．１％

執行率　３５．３％

※その他の内訳
（分担金及び負担金、財産収入、
　寄付金、繰入金、繰越金、諸収入）

※その他の内訳
（議会費、農林水産業費、商工費、 
　消防費、諸支出金、予備費）

０ ２０億 ４０億 ６０億

０ ２０億 ４０億 ６０億

７２．２％

－％

８２．０％

２９．６％

１５．０％

４５．７％

５０．９％

９７．８％

３６．７％

１６．７％

４４．０％

３９．４％

２９．３％

３９．３％

４１．８％

３６．５％

…収入済額

…予算額

【歳出】

○市税
４４億４８２７万円

６１億６４１８万６千円
○地方交付税
２９億５９２７万４千円
３６億１０００万円

○市債
－万円

２３億５７６８万８千円
○国庫支出金

６億８０５２万５千円
２２億９９２０万６千円

○県支出金
１億７８１３万１千円
１１億８６３９万３千円

○交付金等
３億９９６６万７千円
８億７５０３万１千円

○使用料及び手数料
１億３２８万１千円
２億３０９万８千円

○その他（※）
２７億７３５２万９千円
２８億３４４９万５千円

○民生費
２０億８７０万９千円
５４億７４８４万円

○土木費
４億４０６７万３千円
２６億４５９７万１千円

○総務費
１０億２１５７万４千円
２３億２４２６万１千円

○教育費
９億８０６万５千円
２３億２０１万４千円

○災害復旧費
　４億１３７８万３千円
１４億１１７６万６千円

○衛生費
４億７３００万９千円
１２億４６６万２千円

○公債費
８億４９１６万５千円
２０億３１８２万１千円

○その他（※）
７億７８８１万５千円
２１億３４７６万２千円

【歳入】
…収入済額

…予算額

収入済額　１１５億４２６７万７千円
予算現額　１９５億３００９万７千円

支出済額　  ６８億９３７９万３千円
予算現額　１９５億３００９万７千円
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　平成２４年度の予算執行にあたっては、限られた財源を
最大限に生かすよう努めるとともに、歳入予算の早期確
保と歳出予算の計画的かつ効率的な執行に努めています。
　平成２４年９月３０日現在の一般会計、特別会計、水道会
計、市有財産の状況および市債の状況について、お知ら
せします。

平成２４年９月３０日現在における
一般会計の歳入歳出予算の執行

状況は、予算現額に対する収入済額の割合が５９．１％、
支出済額の割合が３５．３％で、ともに順調に執行されて
います。

＜一般会計＞

執行率
（Ｂ）/（Ａ）

収入・支出済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

区　分

４９．５５５２，７１２１，１１６，３１５収入
収益的収支

２４．４２６９，８６４１，１０７，３７１支出

０．００８１，８４６収入
資本的収支

２３．０１２８，７４１５５８，９６８支出

＜水道事業会計＞

※資本的収入の支出に対する不足額は、内部留保資金などで補てんします

平成２４年
９月３０日現在高

増減高
平成２４年
３月３１日現在高

単位区　分

１，７３５，８０３△１，３２４１，７３７，１２７�２土地

１６６，８５４△１１７１６６，９７１�２建物

１３，３１９０１３，３１９千円有価証券

７４，７１９０７４，７１９千円出資による権利

３０，９４５２２，５５４８，３９１千円債権

５，６２１，６１６５６，６３１５，５６４，９８５千円基金

●市有財産現在高

執行率
（Ｃ）/（Ａ）

支出済額
（Ｃ）

収入率
（Ｂ）/（Ａ）

収入済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

会計名

４４．２２，２９２，７３８３８．５１，９９７，３１５５，１８９，０００国民健康保険（事業勘定）

２４．６７９９，２５５２４．１７８５，１１３３，２５３，９３５下水道事業

１１．８１，２９９１１８．３１３，０１０１１，０００公園墓地事業

２９．３２９５，９７８２０．２２０４，２１３１，００８，６２４農業集落排水整備事業

４１．９１，５７０，３５９３８．８１，４５３，５１０３，７４４，５４５介護保険（保険事業勘定）

２０．５３９，９０８４．５８，７７８１９５，０００上菅谷駅前地区土地区画整理事業

３２．０１４４，７３８３４．８１５７，７１５４５３，０００後期高齢者医療

９９．８８４８９９．８８４８８５０那珂地方公平委員会

３７．１５，１４５，１２３３３．３４，６２０，５０２１３，８５５，９５４合　　　計

＜特別会計＞
　特別会計の歳入歳
出予算の執行状況は
予算現額に対する収
入 済 額 の 割 合 が
３３．３％、支出済額の
割合が３７．１％で、例
年並みの状況となっ
ています。

平成２４年
９月３０日現在高

増減高
平成２４年
３月３１日現在高

区分

１６，４４４，３６３△３９９，３５５１６，８４３，７１８一般会計債

１０，３４４，０１２△１８６，５３０１０，５３０，５４２下水道事業債

３，５４０，３０９△４８，６６２３，５８８，９７１
農業集落排水
整備事業債

８１７，３２０△２８，５２６８４５，８４６
土地区画整理
事 業 債

８９２，６１９△２０，７１９９１３，３３８水道事業債

３２，０３８，６２３△６８３，７９２３２，７２２，４１５合　　計

●市債現在高 （単位：千円）

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）


